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最新鋭新聞制作機導入により、
市場拡大とコスト競争力強化を図る

▲

読みやすい紙面づくりによる可読性の向上

▲

コスト削減による生産性向上と競争力強化

ものづくり技術
CRAFT 株式会社 丹波新聞社　丨　事業分野：映像・音声・文字情報制作業　技術分野：情報処理　丨　設備投資

［事業計画名］

　最新鋭の新聞制作機導入により可読性や生産性の向上を図り、中高年層と篠山市の新聞購買を拡大す
る。同時に、コストダウンにより官公庁及び民間からの一般印刷業務の拡張を目指す。

　㈱丹波新聞社は1924年、丹波市において創刊された地方新聞である。限られた地域で90年も発行し続
けている新聞は全国的にも珍しい。地域のニュースをきめ細かく伝える丹波新聞は、情報収集に欠かせない
メディアとして地元住民に支持されており、高いシェア率を誇る。しかし、地域の読者は高齢化し、一層読
みやすい紙面・活字が求められている。
　また、新聞発行だけでなく、一般印刷も行っている。官庁や民間からのパンフレット・冊子・記念誌、広
報紙などの編集、印刷も手がけている。しかし、価格が合わず受注に至らない案件も多い。そこで制作費の
削減が求められている。
　本事業によって最新編集機を導入し、見やすい活字による紙面作りと、印刷物制作コスト削減を図る。

　読みやすい紙面づくりによる可読性の向上と、コスト削減
による生産性向上と競争力強化を目指し、最新編集機を5台
導入した。
　最新編集機では、記事本文に使用するフォント（文字）が、
30％太くなる（現行機比）。太い文字になり、中高年の読者
にも読みやすい紙面に改善することができる。

　また、高い処理能力とスピーディーな作業を補助する多彩
な機能を持つ最新編集機を駆使することで、従来よりも制作
費の軽減が図れる。これにより、価格競争が激化する印刷受
注において、より柔軟な価格対応ができる。

丹波地方を主な取材対象、配達エリアとする「丹波新聞」の
発行、一般商業印刷

　当社のエリアである丹波地域は人口減少が進んでいます。
加えてＩＴ化の進行などに伴う新聞離れもあります。取り巻く
環境は、決して楽観視できるものではありませんが、道を開く
ために、地域における当社の存在感を高めなければと思って
おります。新聞を通して地域により密着した情報、喜んでいた
だける情報を住民の皆様に伝えるとともに、さまざまな活動
を通して地域住民にアプローチし、「この地域になくてはなら
ない新聞社」として住民の方々に認識していただけるよう、展
開をしていきます。
　当社は新聞発行のほかに、印刷業務も請け負っています。
新聞発行に発揮している編集能力を印刷業務に生かせるのが
強みです。依頼者の希望によっては、取材・執筆をはじめとし
た編集作業を当社が担い、本やパンフレットなどを作成、印刷
しております。この強みを最大限に生かし、印刷の受注量を
高めるのも今後の活路になると考えております。
　本事業で導入した編集機は、読みやすい新聞紙面、本やパ
ンフレットなどの編集・制作に力を発揮
してくれます。新しくなった編集機を活
用し、ひとまずは創刊１００周年（1924
年創刊）に向け、前を向いて歩んでいく
所存です。

取り組みの背景

くりたん 丹波人物伝 編集作業

紙面

取り組みの目標

取り組み内容 「地域の応援団」でありたいPOINT

1 「新聞社の専門性」を
印刷業務でも生かす

POINT

2
　地域の応援団でありたいとの思いから、丹波市版と篠山市
版を別々に発刊している。
　また同じ思いから、新聞以外にも地域の文化振興や地域の
絆づくりのお役に立ちたいと考え、地元ゆかりの人物を収録
した「丹波人物伝」の発行や、カルチャーセンターを開催し
ている。

　新聞社の専門である企画・取材・ライティング・編集の
能力を生かし、印刷業務でも顧客・地域の役に立ちたい。
単なる印刷請負だけでなく、企画立案段階から編集委員と
して参加することや、プロの取材・ライティング・編集能力
を駆使して、顧客の思いをカタチにするお手伝いができる。
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印刷機、編集機
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主要生産設備

同社の強み

新聞社ならではの専門性が当社の強み。
印刷するに留まらず、

企画・取材・ライティング・編集のプロ集団

創刊100周年に向けて
　　　　　　　　編集機を活用

代表取締役社長
荻野  祐一氏

〈現行機〉 〈新規機〉


